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AUV官民プラットフォーム（PF）の検討

ü 分野別（海洋資源開発、CCS、水産資源、洋上風力、海洋インフ
ラ管理、防災・減災、海洋安全保障、海洋環境保全、科学調査・
研究）にユースケースを検討し、将来ビジョンを作成

ü AUVの国産化・産業化を推進するため、技術開発の方向性を示す
技術マップを作成

ü 2030年まで、2030年以降に向けた取組みについて
具体的なロードマップを作成

ü その他、研究開発の推進、共通基盤の構築、制度環境の整備、企
業活動の促進、人材育成について記載
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AUV官民PF 提言のポイント
1. 共通認識
l 海洋開発・利用を進めるため、無人化による海洋産業の生産性向上が必要不可欠。
l AUVの開発を「技術チャレンジ型」「目的特化型」「小型安価型」の３類型に分類。
「技術チャレンジ型」「小型安価型」については、官民が連携して技術開発を推進。
「小型安価型」「目的特化型」のAUV開発において、それらの技術を活用する。

2. 目標
l 2030年までにAUV産業が育成されるよう、国主導で官民が連携して産業化に取り組む。
l そのため、３類型に沿った技術開発と利活用促進のための共通化・標準化を見据えたイ
ンフラ整備を進めるとともに、必須技術の国産化を実現する。

l 速やかにAUVが産業として自立できるような海洋での利用促進を実現する。
3. 役割分担

① 国への期待
ü2030年までに産学と連携してガイドラインやルール作り等の環境整備を進める。
ü重要な技術開発への投資促進、実証試験環境の整備等を国主導で進めるとともに、AUV
に係るニーズとシーズをマッチさせAUV等の利活用につなげるプラットフォームの構築
強化を図る。
üAUV産業の海外展開を見据え、国主導で海外へのトップセールスを実施する。

② 民の役割
ü2030年以降の商業化を見据え、国内外の先端技術を取り込み、国内で確保すべき技術を
育成する。
ü技術マップを視野に入れた海洋産業に関する業界同士の技術の共有化を図り、標準化に
向けた業界横断的な活動を積極的に行う。
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AUV官民PF 提言書（ユースケースの検討）

AUVの機能・性能に対する
ユースケースの要求項目

ユースケース検討の例
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AUV官民PF 提言書（ユースケースの整理）

ユースケースの分類
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AUV官民PF 提言書（将来ビジョン）
現状において、短期利用のユースケースを中心にAUVの開発利用が想定される状況である。
将来ビジョンとしては、既存のユースケースの市場（図の左側）を拡大していくとともに、
長期的あるいは広範囲に利用されるケース（図 の右側）を増やしていくことが重要。
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AUV官民PF 提言書（AUV開発の方向性）

AUV開発の方向性（3類型）
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社会実装に向けた方策（主に利用関連）
■企業活動の推進
• スタートアップ支援：技術開発で得られた展開可能な技術について、スタートアップ等との
連携

• サービスプロバイダ：海洋開発に関する各種コンサルティングを通じ、洋上風力発電、橋梁
等のインフラ設備のソリューション提供を行うサービスプロバイダの活用。実証事業を通じ
た具体化

• 海外展開：海外の運用現状やニーズ調査の継続と戦略への反映、知財・企画・デュアルユー
スの検討における同盟国・同志国との共通化、政府としての支援 他

■人材育成
• 運用人材の育成・確保：ライセンスの設立、周辺技術・利用の講習等。ROV人材のリスキリ
ング。データ解析や操業に携わる人材に求められる要件の整理、人材育成・確保の在り方検
討

• 技術人材の育成・確保：ロボコンの開催等、若手研究者の育成。他分野の専門家との連携
• 新産業創出に関わる若手人材の育成：AUVを利用する産業との接点を意識した人材育成 他

■今後の課題
• 提言の記載内容のAUV戦略への反映、ロードマップやAUV戦略のフォローアップ・適切な更
新

• 将来ビジョンについて、活用シーンの具体化とAUV市場の規模感に関する検討、海洋安全保
障に関するユースケースの検討、その実現のために求められる技術開発の検討

• 利用実証では「日本型サービスプロバイダ」の適用可能性について検討が必要 他
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AUV官民PF 提言書（技術マップ）

技術マップの整理軸

AUVを構成する要素技術に細分化し、各要素技術区分における製品情報の調査を基にAUV
の要素技術および周辺技術の国内外における開発・利用動向を「技術マップ」として整理。
さらに、海外製品と日本製品の性能比較や日本企業が未参入の区分を整理することで日本が
強みを持つ分野や日本が今後参入を検討すべき分野、自国生産が望ましい技術及び技術開発
の方向性について官民プラットフォームで共有。
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AUV官民PF 提言書（技術マップ）

技術マップの全体像
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AUV官民PF 提言書（技術マップ）

自国生産が望ましい技術の検討
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AUV官民PF 提言書（ロードマップ）

AUV社会実装ロードマップ（3類型部分）
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AUV官民PF 提言書（ロードマップ）

AUV社会実装ロードマップ（続き）
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社会実装に向けた方策（主に技術関連）
■研究開発の推進
• 共創の場の構築：様々な企業や研究機関が集積する分野横断的な場（共創の場）が必要
• 技術開発支援：技術チャレンジ型や小型安価型のAUVの研究開発の継続実施 他

■共通基盤の構築
• ソフトウェアの共通化・標準化：基本ソフトウェアのオープン化、インターフェイス規格の公開
• ハードウェアの共通化・標準化・モジュール化：AUVの各種部品・制御ボード等の共通化
• インターフェイスの共通化・標準化：モジュール間や機器間のインターフェイス共通化、標準化
• 運用の共通化：海中インフラ整備、ソリューションのモジュール化の検討
• 共通プラットフォームの利用：国内で共通のものを利用し、産学官連携の場などで情報共有
• AI関連技術の環境整備：高精度・低コストAIモデルの開発 他

■制度環境の整備
• 法制度・ガイドラインの整備：国の実証事業等を通じ、産学が連携してルール・規制等を検討
• 実証・実験環境の整備：既存実証フィールドの仕様整理、自治体と連携した調整の効率化
• オープン・クローズ戦略：基本ソフトやインタフェイスの原則オープン化、上位ソフトのクロー
ズ化、国際標準化への積極的関与、AUVで取得する海洋データの共有化の検討が必要 他

■技術関連の今後の課題
• 技術成熟度レベル（TRL）や実績等も加味した技術的実現性や、具体的な開発・展開戦略の検討
• 自国生産しないものについて、海外からの入手について議論が必要。
• 今回検討が不十分であった技術（観測機器全般や圧力センサ、浮力材、発進・揚収等）の検討
• 技術開発等に向けた方策の更なる具体化、運用や輸出入の各種手続きに関する課題抽出 他
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